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傾斜地における杭の抵抗力試験結果の概要 

1. 概要 

傾斜地に設置された太陽光発電設備の杭基礎の抵抗力に傾斜地設置特有の事象が発生す

る可能性とその実態を把握することを目的として、傾斜地設置型太陽光発電設備の地盤の

傾斜角度による抵抗力の影響を確認した内容について紹介する。 

2. 試験地盤（傾斜地） 

試験場所は、地盤の傾斜角度（15 度、30 度）の影響と平地との比較を確認することを目

的としたため、地質（粘性土）及び地盤の硬さ（地盤深さごとの平均換算 N 値）が、均一に

なるように図 2-1 に示す幅 20m、奥行き 36m、高さ 3m の造成地盤を作成した。なお、平地

での試験は造成地盤の天端で行った。 

 

図 2-1 造成した傾斜地盤 

 

造成地盤の地盤調査結果を以下に示す。地盤調査方法としては、スクリューウェイト貫入

試験（ＳＷＳ試験）と簡易動的コーン貫入試験を実施した。地盤調査位置（図 2-2 参照）に

おける各貫入試験の柱状図を図 2-3～図 2-8 に示す。造成地盤は、換算 N 値が 2～4 である

ことを確認した。 

 

図 2-2 地盤調査位置 
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図 2-3 スクリューウェイト貫入試験（SWS 試験）結果 No.1 

 

 

 
図 2-4 スクリューウェイト貫入試験（SWS 試験）結果 No.2 

 

 

 
図 2-5 スクリューウェイト貫入試験（SWS 試験）結果 No.3 

※粘性土地盤における換算式(稲田式) 

N=3Wsw+0.05Nsw 

※粘性土地盤における換算式(稲田式) 

N=3Wsw+0.05Nsw 

※粘性土地盤における換算式(稲田式) 

N=3Wsw+0.05Nsw 
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図 2-6 簡易動的コーン貫入試験結果 No.1 

 

 
図 2-7 簡易動的コーン貫入試験結果 No.2 

※粘性土地盤における換算式 

Nd≦4 の場合 N＝0.75Nd 
Nd＞4 の場合 N＝1.7+0.34Nd 

※粘性土地盤における換算式 

Nd≦4 の場合 N＝0.75Nd 
Nd＞4 の場合 N＝1.7+0.34Nd 
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図 2-8 簡易動的コーン貫入試験結果 No.3 

 

造成地盤の地盤調査は、造成地盤の深さごとの地盤の硬さを確認することを目的として

いたため、造成地盤天場の平面部分で調査を行ったが、傾斜地設置型太陽光発電設備では、

傾斜地での地盤調査の必要性があるため、実際の傾斜面で検証を行った。実際の傾斜地での

地盤調査特有の注意点としては、水平面に対して鉛直に調査する必要があるため測定機器

を水平に据え付ける必要があることや調査者が安定して作業ができるスペースを確保する

必要があることが分かった（図 2-9 参照）。また、地盤の傾斜角度によっては、測定機器を

水平に据え付けることが困難であることも分かった。 

 

 

図 2-9 傾斜地の地盤調査風景 

※粘性土地盤における換算式 

Nd≦4 の場合 N＝0.75Nd 
Nd＞4 の場合 N＝1.7+0.34Nd 

傾斜角度 10 度 
調整板 

測定機器 
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3. 試験杭 

本試験で使用した試験杭の種類を表 3-1 に示す。

一般的な鋼管杭以外にも特殊な形状のスクリュー

杭や軽量形鋼杭も使用した。 

施工方法は、基本的に打撃貫入とし、スクリュ

ー杭は回転貫入とした。 

杭の貫入深さは 1.5m とした。 

4. 杭の打設方法 

傾斜地での杭の打設方法について、平地での杭の打設方法との相違点や施工時の注意事

項等の検証を行った。検証結果として、重機（バックホウ）で傾斜地に登坂しての作業は、

重機の性能上は最大登坂角度 30 度程度であるが、施工時の安全性を考慮すると地盤の傾斜

角度が 15 度程度までの傾斜地での実施が現実的である。地盤の傾斜角度が 15 度以上の傾

斜地での重機作業は、安全を確保するために法尻又は法肩からの施工を行うことを前提に

長大のり面のような地盤であれば適切な距離に小段を造成し、平地から行うことが望まし

いと考える。ただし、そのようにできない場合は、適切な安全対策を施すことが必要である。

傾斜地でのハンド工具による打設や補助作業は、平地より足場が不安定であるため足場（仮

設足場、高所作業車など）の作業の安全性を考慮する必要があることが分かった（図 4-1～

図 4-4 参照）。 

 

 

図 4-1 傾斜角度 15 度重機による施工風景（形鋼杭） 

 

断面（mm）

鋼管杭 先端開放杭 φ=48.6　t=2.4

軽量形鋼杭
108×100×26

t=3.2

スクリュー杭
φ=76

（羽径Φ96）

試験杭

特殊杭

表 3-1 試験杭の種類 
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図 4-2 傾斜角度 30 度 平地（法肩）からの重機による施工風景（スクリュー杭） 

 

 

図 4-3 傾斜角度 30 度 足場安定（高所作業車）からの重機による施工風景（形鋼杭） 

 

 

図 4-4 傾斜角度 30 度 足場不安定（傾斜地）からのハンド工具による施工風景（単管） 

 

また、施工不良時の杭の支持力低下の検証を行った。施工不良を模擬する方法としては、

スクリュー杭は所定の貫入深さまで施工した後に杭を空転させることで不良状態を模擬し、
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単管については杭自体を左右に振りながら施工をすることで不良状態を模擬し、形鋼杭に

ついてはオーガで掘削をしたのちに施工をすることで不良状態を模擬した。 

5. 試験方法 

試験方法は地盤工学会基準である「杭の鉛直載荷試験方法・同解説 1)」と「杭の水平載荷

試験方法・同解説 2)」に準拠した。本試験では足場の悪い傾斜地での試験実施が円滑に可能

かの検証を行うため、より簡便にできる方法についても検討した。また、押込載荷試験につ

いては、試験杭が小径な摩擦杭であることや粘性土であることから先端支持力の影響は小

さいと考え周面摩擦力のみでの評価を行うこととし、本試験では省略した。 

(1) 鉛直載荷試験 

引抜載荷試験は、試験杭の反力装置として重機を使用し、加力装置として油圧シリンダー

および油圧ポンプを使用した。載荷方法は連続載荷とした（図 5-1 参照）。終局状態は、試

験杭に取付けた変位計の変位が 0.1D（D：杭径）を超える時とした。軽量形鋼杭の杭径は最

大幅の 152mm とし、スクリュー杭の杭径は羽部を除く直径とした。 

 

 

図 5-1 引抜載荷試験風景（反力装置：重機） 

 

また、一部の試験杭において傾斜地で重機を使用した試験が困難な場合を想定した人力

での運搬及び試験が可能な試験方法を試みた。その引抜載荷試験は、試験杭の反力装置とし

て三脚を使用し、加力装置としてチェーンブロックを使用した。他の試験条件（ロードセル、

変位計）については重機を使用した試験と同様である（図 5-2 参照）。 
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（a）引抜き載荷試験の構成一例 

  
（b）引抜き載荷試験の状況      (c) 反力用の滑り止め 

図 5-2 引抜載荷試験風景（反力装置：三脚） 

 

傾斜地での試験の留意点としては、反力体の足場が下り勾配方向へ滑るため、その防止策

を検討する必要がある。また、急傾斜では作業の安全性を考慮して必要であれば足場を設置

する。 

(2) 水平載荷試験 

載荷点は、地表面から 300mm の位置とした。測定点の高さは各種杭とも同位置で、地表

面部、載荷点とした（図 5-3 参照）。鉛直載荷試験同様、反力装置として重機を使用し、油

圧シリンダーおよび油圧ポンプによって載荷し、載荷方法は連続載荷とした。 

終局状態は、試験杭に取付けた地表面の変位計の変位が 0.1D（D：杭径）を超える時とし

た。鉛直載荷試験同様、軽量形鋼杭の杭径は最大幅の 152mm とし、スクリュー杭の杭径は

羽部を除く直径とした。 
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図 5-3 水平載荷試験風景（反力装置：重機） 

 

なお、載荷方向としては、基本的に下り勾配方向とした。これは、杭の水平抵抗力が下り

勾配方向のほうが低くなると考えたためである。一部の試験杭では、その検証のために図 5-

4 に示す下り勾配方向と上り勾配方向の水平載荷試験を行った。 

 

 
図 5-4 水平載荷試験の載荷方向 

 

また、一部の試験杭において、鉛直載荷試験同様、重機を使用しない人力での試験方法の

検討を行った（図 5-5 参照）。 

 

 
図 5-5 水平載荷試験風景（反力装置：三脚） 

 

傾斜地での試験の留意点としては、急傾斜では作業の安全性を考慮して必要であれば足

場等を設置することである。 
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6. 支持力計算値の算定式 

極限周面摩擦力の算定には、「小規模建築物基礎設計指針 3)、日本建築学会、P.186」を参

照した。その算定式を以下に示す。 

 

𝑅ｆ ൌ 𝐷 ൈ ∑ሺ𝜏ｄ௜ ൈ 𝐿௜ሻ ൈ 𝜋（kN）…………………………………………………（6.1） 

ここに、 

𝐷  ：杭状地盤補強径（m） 

𝜏ｄ௜ ：杭状地盤補強に作用する各層の極限周面摩擦力度（kN/m2）、 

粘性土の場合𝜏ｄ௜ ൌ 𝑐、砂質土の場合𝜏ｄ௜ ൌ
ଵ଴

ଷ
N とする。 

ｃ  ：杭状地盤補強先端下部粘性土層の粘着力（kN/m2） 

SWS 試験より、c ൌ 1
2ൗ ൈ 𝑞௨ ൌ 1

2ൗ ሺ45 ൈ𝑊௦௪ ൅ 0.75 ൈ 𝑁௦௪ሻ (kN) 

𝐿௜ ：各層の層厚（m） 

7. 各種杭の支持力算出方法 

(1) 先端開放杭 

先端開放杭の極限周面摩擦力の算出については、上記の式（6.1）を用いて算出した。な

お、極限周面摩擦力は杭の外周面と内周面に作用するが、内周面は周面摩擦力の効果を得ら

れないと判断し、ここでは極限周面摩擦力が作用する面は外周面のみとした（図 7-1 参照）。 

 

 
周面摩擦力の外周面積 

図 7-1 支持力算出の面積(先端開放杭) 

(2) 形鋼杭 

形鋼杭の極限周面摩擦力の算出については、先端開放杭と同様に上記の式（6.1）を用い

て算出した。なお、極限周面摩擦力が作用する面は、先端開放杭と同様に外周面のみとした。

（図 7-2 参照） 

 

周面摩擦力の外周面積 

図 7-2 支持力算出の面積(形鋼杭) 
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(3) スクリュー杭 

スクリュー杭の支持力算出については、先端開放杭と同様に上記の式（6.1）を用いて算

出した。なお、極限周面摩擦力が作用する面は、スクリュー杭の羽径の外周とした。（図 7-

3 参照） 

 

 

周面摩擦力の外周面積 

図 7-3 周面摩擦力算出の面積（スクリュー杭） 

8. 試験結果 

試験は、表 3-1 に示す各種杭で行ったが、種類別での顕著な傾向は示さなかったので、結

果は平地と傾斜角度の比較をした。 

(1) 周面摩擦力 

図 8-1 は、周面摩擦力の設計計算値と試験値との関係を示す。平地に比べて傾斜角度があ

るほうが、試験値が低くなる傾向であった。以上の結果より、周面摩擦力について以下の事

が分かった。 

 平地での試験結果より傾斜面の試験結果のほうが小さくなる傾向にある。 

 

 

図 8-1 各傾斜角度の周面摩擦力の計算値と試験値の関係 

羽 
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(2) 水平抵抗力 

水平抵抗力の計算値は、「建築基礎構造設計指針 4) 第 6 章杭基礎」に掲載されている以

下の式を用いて計算し、杭の地表面変位が 0.1D に達する時の荷重とした。従って、杭の地

表面変位が 0.1D に達した時の試験結果と比較した。 

 

𝑘ℎ଴ ൌ 𝛼・𝜉・𝐸଴・𝐵തିଷ/ସ  ………………………………………………………………（8.1） 

𝑘ℎ ൌ 3.16 ൈ 𝑘ℎ଴ …………………………………………………………………………（8.2） 

 

比較に当たっては、水平方向地盤

反力係数の低減を考慮した。低減

は、建築基礎構造設計指針 4)より図

8-2 に示すようであり、水平地盤反

力係数を式（8.3）によって計算した。 

 

図 8-2 水平地盤反力係数と杭水平変位量の関係 

（塑性化変位 9cm の例） 

 

𝑘ℎ ൌ 1 ඥ𝑦ത⁄ ൈ 𝑘ℎ଴ ………………………………………………………………………（8.3） 

ここに、 

𝑦ത：無次元化水平変位（各種杭直径の 10%変位（0.1D）を cm 単位にした） 

𝑘௛଴：基準水平地盤反力係数（kN/m3） 

𝑘௛：水平地盤反力係数（kN/m3） 

𝛼：評価法によって決まる定数、砂質土 α=80、粘性土 α=60（1/m） 

𝜉：群杭の影響を考慮した係数で、単杭の場合は１ 

𝐸଴：変形係数 700N とした（kN/m2） 

𝐵ത：無次元化杭径（各種杭直径を cm 単位にした） 

 

𝑦଴ ൌ
ଵାఉ௛

ଶாூఉయ
𝐻 ……………………………………………………………………………（8.4） 

ここに、 

𝑦଴：地表面変位（m） 

𝛽 ൌ ሾ𝑘௛ ∙ 𝐵/ሺ4𝐸𝐼ሻሿଵ/ସ（1/m） 

ℎ：杭の突出長（m） 

𝐸：杭のヤング率（kN/m2） 

𝐼：杭の断面 2 次モーメント（m4） 

𝐻：水平荷重（kN） 
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また、「建築基礎構造設計指針 4) 第 6 章杭基礎」に掲載されている傾斜地盤近傍の杭の

水平抵抗について、法肩までの距離が 0m 時の基準水平地盤反力係数の低減係数 ρ（図 8-3）

を考慮した計算値と試験値を比較した。（傾斜角度 15 度：ρ=0.7、傾斜角度 30 度：ρ=0.4） 

 

 
図 8-3 傾斜地盤近傍杭の基準水平地盤反力係数の低減係数ρ 

 

図 8-4 に、粘性土における水平抵抗力の計算値と試験値の関係を示す。 

傾斜角度が大きいほど水平抵抗力が低下していることが試験結果より確認できた。また、

傾斜地盤近傍杭の基準水平地盤反力係数の低減係数を考慮すると、計算値と試験値が近似

した。ただし、本試験では試験杭数が少ないため本低減係数が適正であるかは今後の課題で

ある。 

 

 

図 8-4 水平抵抗力の計算値と試験値の関係 (粘性土) 

（左：低減係数考慮無、右：低減係数考慮有） 

 

また、載荷方向（下り勾配方向と上り勾配方向）の影響についても検証した。杭種はスク

リュー杭で、地盤の傾斜角度は 30 度にて水平載荷試験を行った。下り勾配方向の水平抵抗

力は平地での水平抵抗力の 60%に低下し、上り勾配方向は平地での水平抵抗力の 120%に増

加した。これは、下り勾配方向では、平地より杭基礎に対する地盤影響範囲が小さくなり、

上り勾配方向では、杭基礎に対する地盤影響範囲が大きくなるためと考えられる（図 8-5 参

照）。 
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図 8-5 下り勾配方向と上り勾配方向の水平抵抗力 

 

 以上の結果より、水平抵抗力について以下のことが分かった。 

・ 傾斜角度が大きくなるほど下り勾配方向の水平抵抗力は低下する。 

・ 設計計算値が、試験値より小さくなる傾向にある。 

・ 水平抵抗力は傾斜地の下り勾配方向は小さくなるため、設計荷重と載荷方向を考慮し

て安全性を確認する必要がある。 

(3) その他検証結果 

施工不良を模擬した杭の支持力低下の検証を行った。結果としては、施工不良を模擬した

杭の周面摩擦力と通常施工の周面摩擦力の比は、0.6～0.8 であった。これは、地上設置型太

陽光発電システムの設計ガイドライン 2019 年版 5)の技術資料 G2 に示されている周面摩擦

力の低減率の範囲内にあり妥当な結果と考えられる。 

なお、杭の施工不良による周面摩擦力への影響の詳細については地上設置型太陽光発電

システムの設計ガイドライン 2019 年版 5)の技術資料 G2 を参照されたい。 

また、一部の試験杭において傾斜地で重機を使用した試験が困難な場合を想定した人力

での運搬及び試験が可能な試験方法の検討を行ったが、周面摩擦力と水平抵抗力は、重機を

使用した試験結果と顕著な違いはなかった。 

9. まとめ 

試験結果は以下のようにまとめられる。 

・ 鉛直支持力と水平抵抗力ともに平地より低下する傾向にある。 

・ 杭の支持力の試験値が、設計計算値よりも小さくなる傾向にあるのは、太陽光発電架

台の杭基礎の特徴である小径で浅層に貫入することが影響していると考える。 

・ 杭の支持力を設計するには、現地試験で確認することが望ましいと考える。 
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